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10人，６〜 10歳：７人，10 〜 15歳：９人）
いた．職員は，教員12人，その他の職員が８
人の計20人と，ボランティア２人であった．
職員の職種には，医師，看護師，薬剤師，栄
養士，心理職，保育士，事務職がある．
　当センターは，床面積約800平方メートル
の４階建て，近代的かつ広々とした新しい建
物である．水色と白を基調とした内装で，青
空をイメージする爽やかな空間である．１階
のメインホールは床面積140平方メートルと
最も広く，子どものための遊び場や遊具を配
して来所した親子が自由に遊ぶことができる
スペースとなっている．さらに同フロアには，
国立小児病院，バッハマイ病院，医科大学病
院で働いている医師と専門家チームによる臨
床検査や，無料カウンセリングの支援が受け
られる部屋が２つある．教育心理学の専門家
による障害の診断と評価から，個別教育計画
を立て個別支援につなげている．通うことが
困難な遠方からの相談者にとって，個別支援
は有効である．
　２〜３階はフローリングの教室になってい
て，保育士や教員が支援している．教室の多
くは床から天井までの大きな窓が設置され，
自然光を取り入れる工夫が施されている．天
井は高く，圧迫感がない．各教室の飾り付け
は各部屋でテーマが異なり，子どもが飽きな
い工夫がされている．快適に楽しく過ごすこ
とのできる環境づくりを実践している．
　そうした環境下で，６歳未満の幼稚園児に
は就学前支援が行われている．６歳〜 10歳
の小学校レベルは，自閉症スペクトラムや
ADHDなどの子どもへの個別およびグルー
プ支援の２通りの教育的介入を行っている．
10 〜 15歳は，知的障害児のライフスキル支
援を中心に行っている．最上階の４階には広
いダイニングがあり，栄養士により栄養管理
された昼食が提供されている．
　見学当時は開設４カ月であったが，調査か
ら１年経った現在は運営して１年４ヵ月とな
る．センター長によると，利用している子ど
もの数は50人となり，１年前の２倍となった．
さらに勤務している教員・職員は35人とな
り，15人増員されていた．当センターへの利
用ニーズは，この１年間で高まっていると考
えられる．専門性の高い職員による高度な専
門知識，個別性を尊重した支援の提供，診断
から支援まで一貫したサービス体制，医療・
教育・地域社会の専門家との連携により家族
ニーズを満たすサービスネットワークの構築
など，当センターの支援内容が利用ニーズを
高めている理由の１つと推測される．
　センター長は「日本的な教育を基盤に常に
すべての愛，尊敬，そして努力を捧げ，それ
ぞれの子どもの進歩と発達を当センターでは
目指している」と述べている6）．センター長
は日本へ留学し「知的障害者福祉の父」と称
えられる糸賀一雄氏の『この子らを世の光に』
という思想を学んだ経験を有する．センター
名の「KAZUO」は，尊敬する糸賀氏の名前「一
雄」からKAZUOとした．設立までのそうし
た経緯が，運営理念や目的に反映されている
と考えられる．今後のビジョンについてセン
ター長は，「利用者数の増加に伴いリハビリ
テーション・音楽療法・言語療法の専門職員
が不足しているため，専門性の高い人材を確
保して質の向上に努めたい」と述べている．
２．ダナン市における施設調査
１）ダナン市インクルーシブ教育発達支援セ
ンター
　ダナン市クルーシブ教育発達支援センター
は第４回目の調査（2018年11月23日）で訪問
した．施設見学とともに，副センター長２人
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及びJICAから派遣されていた教員１人にイ
ンタビューを実施した（写真⑬⑭⑮）．
　副センター長２人の業務は区別されてお
り，１人は施設インフラ，野外活動（ピクニッ
クやスポーツ大会など）を担当していた．も
う１人は教育担当として特別支援教育とイン
クルーシブ教育の両方を担っていた．ここで
はJICA草の根支援事業で開発された「発達
のチェックリスト」7）が現在も利用されてお
り，ダナン市内の幼稚園でも発達の気になる
子どもたちに対して利用されている．
（１）施設概要
　このセンターはもともとグエン・ディエ
ン・チュー盲学校として1992年に設立され
た．2012年から新しい施設が出来て重複障害
の子を受け入れ始め，学校名称を特別学校に
変更した．さらに2017年５月にダナン市の教
育訓練局の指示により学校名称をダナン市イ
ンクルーシブ教育発達支援センターに変更し
た．センターの役割は２つあり，それは特別
支援教育とインクルーシブ教育である．対象
者は幼稚園から中学・高校・大学までの障害
児・者である．大学は言葉の支援を中心に行
う．2017年までは特別支援教育だけであった
が，2017年からはインクルーシブ教育の役割
も同時に担うようになった．ここで支援して
いる学生数は220人である．そのうち60人は
ここで生活し１週間に１回帰宅している．残
りは通学している者である．220人のうち60
人はインクルーシブ教育を受けている．
　この施設の職員総数57人であり，18人は職
員，１人は看護師，残りは教員である．看護
師は安全・衛生に配慮しながらリハビリにも
関わる．クラス担任の教員と連携して，運動
の苦手な子どもの練習を一緒に行う．看護師
は体の動きの練習の担当で，担任の先生は子
どもがより上手に運動ができるようになるよ
う気を配り，また保護者に対して運動方法の
指導もしている．さらに看護師は，市内の病
院の医師と一緒に年に２回（入学の時と学年
末）子どもたちの健康診断を行っている．安
全と衛生をチェックし，子どもたちの一般的
な健康のケアをする．子どもたちは遊んでい
るときに怪我をするので，看護師と一緒に担
任の教員が簡単な手当をし，教員でも簡単な
薬を飲ませられるように指導を行っている．
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図　ダナン市教育局とセンターの組織関係
作成者：菱田博之
宿泊の子どもたちのケアも行っており，急病
の場合，親は遠くてなかなか来られないので
看護師が病院に連れて行くこともある．看護
師は１人だが，リハビリテーションはチーム
で実施している．このように，ここでの支援
はチームで取り組んでいる．
（２）ダナン市教育局とセンターの組織関係
　当センターはダナン市の教育訓練局の所属
であるため，人材，給与，カリキュラムなど
全て教育訓練局の指導を受けている（図参
照）．教育訓練局の小学校教育部門から直接
指導・管理を受けており，幼稚園・中高の各
カリキュラムも，訓練教育局の中の幼稚園部
門，中高部門から連携して指導を受けている．
組織編成は，一番上がダナン市教育訓練局，
その下に７つの教育訓練科がある．ダナン市
には８区あるが，教育訓練課は７つ（８区の
うち１区は島であるため教育訓練科がない．
島は教育訓練局から直接指示を受けている）．
当センターは，７つの教育訓練科に特別支援
教育・インクルーシブ教育について専門的な
指導・介入をしている（センターは７つの教
育訓練科と同列扱い）．ダナン市には特別学
校が２つ（後述，トゥオンライ障害児学校が
その１つ）あり，他にもこの施設と同じよう
なセンターがいくつもある．時々開催される
スポーツ大会やセミナーは，特別学校とセン
ター合同で実施している．他には枯葉剤セン
ターもある．
　センターは小規模の施設で，子どもは10数
人しかおらず特別支援教育のみを実施してい
る．ダナン市での大きなセンターは当セン
ターのみで他の施設とは規模が異なる．また
労働所や保健局管轄の施設，障害者協会，子
ども保護協会などもある．学校は必ず教育訓
練局や教育訓練科に所属しており，法律に
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従ってクラスや教員の数，カリキュラムなど
が全て決められている．施設やセンターはそ
れらがとくに決まっておらず自由に運営され
ている．通常学校に通いながらセンターに何
時間か通う子どももおり，センターで１日中
過ごす子どももいるなど支援は個別的であ
る．
（３）障害のスクリーニングと実際の支援
　スクリーニングは当センターでも行うが，
センター長や副センター長が村や地方まで
行って実施することもある．地元の医療セン
ターや社会福祉部門と共同で行い，スクリー
ニングの日を事前に告知する．その日のうち
に専門職が集まってスクリーニング検査を行
う．村や地方では，事前スクリーニングを行
い，障害の疑いがある子どものリストを作成
する．そのリストを元に，医療職，このセン
ターの職員，社会福祉の職員の３者のチーム
での再度の検査を行う．２回検査を行うこと
でより正確なスクリーニングとなる．１回目
の検査は地方のチームが定期的に頻繁に行っ
ている．２回目の検査は年に１回だが，特
別に地方から要請が来た場合は随時行ってい
る．このセンターは病院や社会福祉センター
と連携し，子どもの状態に応じて子どもがど
こに通うのが最適かをアドバイスしている．
　幼稚園の場合には，障害のある子どもをク
ラスの先生や親が見つける．このセンターは
まず幼稚園の先生に専門的な指導をする．親
には病院に連れて行くか，特別教育センター
に連れて行くか，言葉の治療，多動性など障
害の指導について，進学（小学校への準備を
どうするか）について指導する．このセンター
にはインクルーシブ教育のクラスがあり，個
別カリキュラムもあるので，教員はそれを
使って子どもを指導し子どもの状況をみる．
このセンターの役割は，まず子どもの障害の
状態を評価すること，どの発達段階にあるか
を特定することである．次に，その子に合わ
せた個別カリキュラムを作成することであ
る．そしてカリキュラムを実践し変化があっ
たか評価する．
　そして１年あるいは２年経過し改善した場
合は，通常学校へ入学することになる．改善
されない場合は，当センターに連れて来るよ
う指導する．また，ここで数年過ごして改善
された場合は普通の学校へ移動することもあ
る．ちゃんと読める・書ける子であれば小学
校１年生に行かせる．そこにはインクルーシ
ブクラスがあるので支援活動を行うことがで
きる．本当に障害が重い寝たきりや全く言語
理解が無いなどの子どもは，センターの職員
が週に何回か家庭訪問して介護を手伝ったり
アドバイスを行ったりしている．親は障害が
見つかると最初は大きなショックを受ける．
他の施設で指摘を受けて，このセンターに連
れて来たときには既にある程度の心の準備が
できている．普通の幼稚園・学校で障害の疑
いがあると言われても親は最初認めない．そ
の場合は，学校から当センターに要請があり，
当センター職員が学校に行き親に説明する．
その後にこのセンターに親が子どもを連れて
来ることもある．通常はクラスの教員から親
に伝えても親はなかなか認めないので，当セ
ンターと学校が共同で親のためのセミナーを
開いて説明する．それで親が納得することも
多い．
　当センターから学校に職員を派遣して，２
つの方法で子どもの支援をしている．１つは
学校のクラスに入って職員が子どもに直接教
える．もう１つは，クラスの先生をサポート
して間接的に子どもを指導する方法である．
　通常学校の支援については，職員１人を派
遣してその学校の教員を支援する．その後教
員は自分のスキルだけで子どもへの授業・指
導を行う．センターは教員の指導のみ（子ど
もへの指導は行わない）を行い現場のスキル
を上げる．学校によっては既に特別教育を理
解している教員がおり，いなければこちらか
ら出向いて指導する．ワークショップもよく
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開いている．夏休みは３カ月あるが，そのう
ち１カ月は他の教員への指導を行っている．
１年間通して人材育成や親へのワークショッ
プも展開している．加えて，幼稚園や小学校
へのサポートは増えている．７区でそれぞれ
７人の教員が担当している．また音楽専門の
教員の要請があれば専門家を派遣する．最近
は他の学校からの連絡が増加している．相談
されたケースに応じて検討してアドバイスす
る．心理的な問題の場合は心理専門センター
を紹介するなど，専門外のことは別のセン
ターを紹介することにしている．虐待の相談
には，連携窓口として関係施設を紹介する．
ネットワーク・ホットラインがあるのですぐ
に紹介できる．障害に限らずいろんな相談が
あるが，センターで答えられない場合は専門
の施設に必ず連絡する．ダナン市教育訓練局
所属だが，労働局や保健局，社会福祉とも連
携しなければならない．ダナン市内の障害者
協会，子ども保護センターなどあるが全て情
報を共有し合っている．他の施設でセミナー
があれば，こちらからも参加する．このセン
ターは通常の特別支援学校とは違って，イン
クルーシブ教育の支援のためにいろんな役割
を担っているため他の施設との連携は大切で
ある．
　特別教育の施設はたくさんあるが，インク
ルーシブ教育を担っているのはこちらだけ
で，教育訓練局の指導を受けて役割を担って
いる．名称の変更は2017年５月だが，2004年
からインクルーシブ教育の準備はしてきてお
り長い準備期間を経て全て環境が整ってから
正式に変更した．職員の配置，職員数は徐々
に増やしたが，国の機関のため職員は増やせ
ず逆に減らされる方向にある．限られた職員
で増えた子どもにどう対応するかが課題であ
る．このままでは現状に対応できないので，
インクルーシブ教育の活動を広げ増やし，通
常学校の教員のレベルを上げて，このセン
ターの学生を減らしたい．子どもへの個人指
導介入プログラムができれば，多くの学校で
同じものを提供できるので，その研究にも励
んでいる． ダナン市でも１人の先生がいろ
んな役割を担う，つまり兼務の状態である．
多くのニーズに応えるには，親の心理・子ど
もの心理・子どもの発達などいろいろ勉強し
ないといけない．教員たちは常に勉強してい
る状態である．
　JICAより派遣されている日本人教員らは
様々な役割を果たしてきた．例えば，リハビ
リ，幼稚園児の美術（絵）の指導，その他体
操など体を動かす遊び，音楽の授業，このセ
ンターの職員と親への情報共有セミナー，他
の施設でのセミナー，ボランティアと連携し
て子どものスポーツ大会を開催，職員・教員
への専門的指導など，他の職員にも大きな影
響をもたらしている．
２）トゥオンライ障害児学校
　トゥオンライ障害児学校は，1994年に設立
され，第１校舎（幼稚部，中学部），第２校舎（小
学部）の２か所に校舎がある．元々は聴覚障
害児のための学校であったが，現在では聴覚
障害，知的障害のある子どもが通学しており，
小学部には自閉症児も含まれ，全児童生徒数
は244名である．この学校の教育目標は，「楽
しむ－学ぶ－生活スキルを高める」であり，
子どもたちを地域社会にインクルーシブ（包
摂）していくことである8）．
　カリキュラムは，聴覚障害児に対しては通
常教育と同じであるが，子どもの状況によっ
ては，教育訓練省やダナン市教育訓練局の許
可を得て，カリキュラムの一部を削減するこ
とも可能である．知的障害児および自閉症児
に対しては，通常のカリキュラムとは異なり，
教育訓練局や教育科学院のテキストを使用し
ている．なお知的障害児ためのテキストは，
この学校が教育科学院のパイロット事業に協
力して作成されたものである．
　障害の重い知的障害児に対するカリキュラ
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ムは，先のテキストを子どもに合わせて使用
するとともに，個別指導や生活スキルの学習，
職業訓練を実施している．聴覚障害児のため
の教育は，通常教育と同じカリキュラムであ
るため，中学校（４年間），高校まで一般の
教科書が使用されているが，知的障害児や自
閉症児のための教科書は小学５年生（小学校
教育は５年間）にとどまっている．そのため
この学校では，知的障害児や自閉症児のため
に，2015年に中学１年生のテキストを独自に
開発し，この４年間安定的に運用できており，
保護者からも好評であるという．さらに2019
年には中学２年生のテキストを使用できるよ
うに，教育訓練局に許可を求めている．
　この学校では，障害のある子どもの就学率
を高めること，とりわけ知的障害児や自閉症
児に対する中学校レベルの教育保障を図るこ
とに積極的である点が特徴的である．
３）さくらオリンピアバイリンガルスクール
　さくらオリンピアバイリンガルスクールは
2018年９月に開園した保育園である．民間の
学校法人であるドゥンアー大学が母体で，大
学の理事長が保育園・小学校の園長・校長を
兼ねている．教育学部が2018年創設され，幼
児教育の教員を養成する学科もある9）．実質
的な管理・運営は校長が行っている．校長は
もともとIT関連の仕事をしていたが，アメ
リカ留学中にSTEM（Science，Technology，
Engineering，and Mathematics）教育の大
切さを感じ，小学校にSTEM教育のための教
室を用意し実践しているとのことであった．
広い敷地に大きな人工芝の庭があり，もとも
とは大学のキャンパスであったとのことであ
る．５階建ての建物１階・２階部分が保育園，
３階・４階・５階が付属小学校の校舎となっ
ていた．将来的に幼・小・中・高一貫教育の
学校施設を目指しているとのことである．今
後は同敷地内に中学校と高校の校舎の建設を
進めるということであった9）．訪問当時開園
してまだ３か月であったため，子どもの数は
多くはなかった（写真⑯⑰）．
　施設見学の後，さくらオリンピアバイリン
ガルスクール（以下，さくら幼稚園とする）
に勤務する保育士にインタビューを行い，以
下の内容が語られた．
　さくら幼稚園では，日本式保育の実践，外
国人講師による運動遊びや英語教育などに力
を入れており，ローカルの幼稚園よりハイレ
ベルな教育が受けられることを特色として，
アピールしているとのことである．日本式保
育については８つの目標があり，それぞれ①
礼儀正しく，②清潔，③助け合い，④自立，
⑤責任感，⑥協力，⑦読書，⑧英語の８つを
目標として掲げていた．ダナン市には日本式
の幼稚園や保育園はほとんどなく，通わせて
いる子どもの保護者は園に要望を言うことは
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写真⑯　入り口
写真⑰　校  庭
－85－
飯田女子短期大学紀要 第 36 集（2019）
少なかったが，近年日本式保育園が増えてき
て，保護者が園に対し，要望や要求を言うこ
とが増えてきたとのことである．例えば，保
護者からは「バイリンガル教育を謳っている
がベトナム語教育をしっかりしてほしい」と
いう要望などである．ある保護者の子どもは
家庭では英語しか使わないため，英語しか話
せずベトナム人保育士と意思疎通ができな
い．園のみの教育ではなく，家庭との協力も
必要だが，なかなか家庭からの協力を得られ
ない場合があるとのことであった．また文化
的なギャップもあり，日本式保育の実践の壁
となっているとのことである．例えば，ベト
ナムでは医師から子どもはすごく太っていな
ければいけないと指導される．日本での３歳
児健診などで問題のないレベルでも，ベトナ
ムではもっと太るよう指導されたり，妊婦も
太ることを推奨されたりする．太っている
方が裕福という価値観が根強く，痩せている
子どもは近所の人からも心配されるようであ
る．目上の人を敬う文化があり，祖父母の影
響力も強く，保護者が留学などで海外生活の
経験や科学的知識があっても，上の世代から
の意見を拒絶しにくい関係性がある．障害な
ど教育において配慮が必要な子どもについて
は，ダナン市インクルーシブ教育発達支援セ
ンターに要請し，専門員を派遣してもらい指
導を受けながら保育を実践しているとのこと
であった．ダナン市インクルーシブ教育発達
支援センターでは，そのセンター機能を果た
すべく公立・民間を問わず，現場からのニー
ズに対して人材や専門的知識・技術を提供し
対応している様子が窺えた．
　加えて，見学後にはインタビュー及び意見
交換等を実施した．その中で，ベトナム人保
育士側から発達障害が疑われる子どもに対し
ての保育実践の難しさが語られた．インク
ルーシブ教育における子どもの発達保障につ
いて試行錯誤しながら保育実践をしているこ
とが推察できた．
考　　察
　調査結果をもとに，ベトナムの障害者施設
における支援課題について，２つの視点から
考察した．
１．障害児支援における民間施設の役割
　今回の調査では，ハノイ市内の３つの民間
の障害児施設とダナン市内の公的な障害児セ
ンターと学校及び民間の保育園の実態を分析
した．その結果，ベトナムでは国の制度下で
子どもたちの教育や医療，福祉などを担う枠
組みは存在しているが，ハノイ市とダナン市
でもその行政単位によっても支援の実際は異
なっていることが理解できた．そして，どち
らも公的支援の無いところに民間が参入して
いるという点は共通していた．このことは，
過去の武分の研究調査（前述）でも示したこ
とである．今回のベトナムの障害児支援の調
査においても，民間の施設が大きな役割を果
たしていることが明らかになった．その役割
というのは，ベトナムにおける障害児教育と
福祉における①先駆的活動，②草の根の活動
といえる支援の２つである．
　第１の先駆的活動であるとする理由は，ベ
トナムにおいて確立されているとはいえない
自閉症や発達障害に対して，実践を通じて試
行錯誤しながら子どもたちの療育を行ってい 
る点である．例えばサオマイセンターでは，
センター長を中心に現場職員が国際的な自閉
症の教育や関わり方について学びながら実践
を行なっていた．加えて，研修会などの交流
活動を通じて，教員，障害児家族，他施設職
員らが支援のあり方を学び合い検討してい
た．これは，国がまだ整備してない障害児支 
援の分野について実践方法を構築している先
駆的活動として高く評価できるものである．
黒田は「ベトナムの障害者法によって障害
児・者の教育保障が規定されているが，教育
法には障害児教育の実施に関する条項がな
く，実質的な「就学猶予，就学免除」の状態
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であっても法的な強制力をもって就学を実現 
する制度になっていない」と指摘している10）．
この指摘からも，今回の調査先の実践は，現
行の法制度の行き届いていない支援を先駆的
に実施しているものとして高く評価できる．
　第２の草の根の支援の役割があるとする根
拠は，国の制度が未整備であり経済的支援が
得られない障害の支援を行っている点であ
る．調査対象としたニャンティン障害児学校
では，とくに経済的困難を抱えた子どもたち
のために民間の資金を集めながら支援をして
いた．サオマイセンターでもセンター長（医
師）や心理職員が診察において，子どもたち
の状況を把握し学校やセンターの支援に結び
つける，あるいは相談に応じるなど，当事者
らの支援の窓口となっていた．つまり，ニャ
ンティン障害児学校では国が介入していない
とくに貧困な子どもに対しての支援，サオマ
イセンターでは障害の早期発見・早期支援，
そのマネジメントという点が評価できる．
　ベトナムでは母子保健制度が全国的規模で
は確立されておらず，障害の早期発見と早
期療育が課題となっている現状11）に対して，
本研究ではハノイ市内とダナン市内における
先進的な実践を確認することができた．サオ
マイセンターでは，自閉症児に対して，国際
的にエビデンスのある早期介入療育を近年取
り入れており，成果が出ているとのことであ
る．エビデンスのある最新知見や技術をいち
早く取り入れ，積極的に実践に活用すること
で，障害の早期発見・早期介入とその後の支
援の信頼性や妥当性の向上や，一定の質が担
保された人材の育成が期待できる．このこと
は，ベトナムにおける障害児・者福祉の向上
や障害児・者の教育・支援に携わる人材の育
成に資するものだといえる．
　ダナン市インクルーシブ教育発達支援セン
ターにおいては，子どもの発達や障害を早期
に発見すべく標準化された発達のチェックリ
ストを用いていた．このように，公立の組織
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においては障害児・者の支援の領域が広がっ
ていっているにもかかわらず，人材は減らさ
れる状況が窺える．限られた人的・物的資源
を有効に活用しつつ，その質を高めていくた
めに，センターの職員が専門的な知識や技術
を一人でも多くの現場や実践者に伝えようと
していた．一人ひとりの専門性を高めること
によって，それぞれの実践現場の機能や専門
性を向上させ，障害者支援の質と量の拡大を
図ろうとしている．公的な支援が届きにくく，
早期発見・早期介入が難しい状況にいる障害 
児・者に十分支援が届いていない現状は未だ
あるが，国内外からの支援を有効活用しつ
つ，センター機能と，現場での個別の実践と
の間で効率的かつ有機的に作動させることが
目指されている．このようなセンターのねら
いに基づいた実践によって，現場の実践者の
専門性のレベルが上がり，結果的に障害児・
者支援の担い手が広がっていくかどうかを今
後も注視していくことが肝要である．ベトナ
ムでは長年JICAのボランティア支援が続け
られているが，今回の調査においても，この
JICAの活動がベトナムに根づき障害児支援
に活かされていることが明らかになった．現
在，障害児・者支援に５名のボランティアが
派遣され，専門職支援がなされている．この
ような技術移植の継続により専門職が育成さ
れ，技術が継承されていくことの価値を改め
て認識し評価できるものと考えた．
　専門職支援の課題は，障害児支援に関わる
上で知識や技術をより一層高めることが主軸
とされている点である．しかしながら今後は，
自分の知識や技術を高めることに加えて，そ
れを自分だけのものとせず，組織ぐるみで互
いの仕事を理解し合い，知識や技術を相互交
流させていくことが求められる．現状では，
多くの支援が専門職個人の愛情や力量，努力
で支えられている部分が大きく，施設や学校
など組織全体の取り組みとして克服しなけれ
ばならない課題も山積していると言わざるを
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得ない点もある．
２．経済発展が子どもたちの支援に及ぼす影
響
　これまでのベトナムでの調査活動及び本研
究における全５回の調査を通じて，この国の
目覚ましい経済発展を遂げている様子を捉え
ることができた．
　今回の調査ではハノイ市内においては
KAZUOセンター，ダナン市内においてはさ
くらオリンピアバイリンガルスクールのよう
な民間の比較的裕福な層を対象とした学校や
施設も増え，保育・教育内容，保護者のニー
ズも多様化している現状があった．さくらオ
リンピアバイリンガルスクールのような比較
的裕福な層を対象とした保育・教育施設も増
え，保護者のニーズやそれに対応した保育・
教育内容も多様化している．社会経済発展が
もたらす生活環境の劇的変化に子どもたちも
家族も職員も直面している．今後も市場経済
が進展していくとなると，子どもの教育や支
援内容すらも貨幣価値で測定されるのでは無
いかという懸念を抱いた．その一方で，経済
的格差によって本来あるべき成長や発達を保
障されていない子どもの存在が心配される．
ハノイ市内調査でのニャンティン障害児学校
に通う子どもたちや職員にとっては，未だ経
済的問題が支援の中心課題に挙がっており，
教員や支援者の熱意だけでは克服困難な課題
がある．現在のベトナム社会において，子ど
もの社会的成功に向けた教育ニーズを満たす
ための「場」や機会に対する一定層の家族の
強い要求は理解できる．しかしながら，義務
教育の機会すら満たされない子どもたちが少
なくないことを忘れてはならない．すべての
子どもに教育や発達を保障する「場」や機会
について，今後の保育・教育現場や家庭から
の声，社会経済的状況を踏まえながら，多角
的に分析する必要がある．
　このような急激な経済発展は，過去に日本
が経験した高度成長期によく似ているものと
考えられるが，人間の生活スタイルや考え方，
価値観に影響を及ぼしかねない懸念がある．
黒田もベトナムにおける生活の社会化の進行
がもたらす「富裕層と貧困層の生活格差」に
ついて言及している12）．ベトナム都市部サオ
マイセンターでは長年かけて教員として育成
して，やっと管理職になった職員が辞めてい
くという現状があった．辞職の理由には，高
収入や高待遇などを求める，経営者となるな
どがあった．また専門職養成大学の学生が最
初の就職先で就労し続けるのではなく他に異
動する，新たなセンターの経営者となる実態
があった．これらからは，彼らの仕事におけ
る目標が社会全体の幸福追求よりもまず，自
分の生活の安定や社会的地位及び成功を目指
すことになっていると考えられる．今回の障
害児支援を発達保障労働13）として捉えた場
合，ベトナムの専門職がその労働で何を目指
しているのかが問われることになるのではな
いか．このことに対しては，さらに今後，ベ
トナムという国の文化・社会的背景，社会変
化との関係を熟慮し，専門職教育や実践のあ
り方を，その本質から注意深く考察していく
必要がある．
結　　論
１．ベトナムにおける障害児学校および施設
（とくに民間施設は）の専門職は，子ど
もたちの数が増える一方，現行の制度の
もとで限られた資源や条件の中で施設ご
とに障害児の支援にあたっていた．障害
児の支援は，専門職個人の愛情や力量，
個人の努力に支えられている部分が大き
い現状にあった．
２．経済発展に伴い，職員らの社会での成功
や経済的豊かさへの要求が高まってい
る．今後，子どもたちやその家族，障害
者支援に関わる専門職の考え方や意識な
どの把握が不可欠である．社会が大きく
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変容する中で，発達保障労働という視点
から専門職教育や実践について検討して
いく必要がある．
研究の限界
　本研究は，ハノイ市内とダナン市内の民間
を含めた一部施設の調査をもとにした限られ
た見解である．そのため，今回の結果をもと
にさらに研究調査を継続して，ベトナムの社
会動向や文化的背景，生活環境の変化，人々
のライフスタイルなど幅広い視野からの分析
を進め，支援課題の方向性や支援の対象を明
確化していく必要がある．
　なお，本稿は科学研究費助成事業，基盤研
究（C）課題番号16K04044，平成28年度〜 30
年度　研究代表者 武分祥子に基づくもので
あり，研究協力者の菱田博之，川手弓枝とと
もに共同執筆した．加えて，本稿に関わる調
査の一部（２－２））は，立命館大学研究推
進プログラムによる研究助成（研究代表者・
黒田学，2018年度）に基づいており，同大学
研究倫理指針（2007年）に依拠している．
　本研究の調査にあたっては３年間に渡っ
て，ベトナムの子どもたち，子どもたちを支
援する多くの専門職職員，調査に随行いただ
いたベトナム語通訳者のハン氏，そして日本
及びベトナムの研究協力者の皆様に多大なる
ご支援をいただいたことに深く感謝申し上げ
る．
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